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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　繊維強化プラスチックからなる合成樹脂製の面状部材間に、両面が接着剤を介して接合
される２軸織物からなる布製の面状部材を有する積層体から構成され、
　前記積層体は、衝撃を受けた際に各層間で生じる層間剥離の作用により、前記積層体に
用いられる前記繊維強化プラスチックからなる合成樹脂製の面状部材同士を接着剤を介し
て積層させてなる同種積層体と比較した場合に、縦方向、横方向、斜め方向の全ての引張
方向に関して引張応力及びアイゾット衝撃強さのいずれもが低下し、その低下率が２０～
４０％であり、かつ、
　前記積層体には凹凸部が形成され、前記凹凸部に位置する前記布製の面状部材は、前記
凹凸部が形成されている範囲の周長よりも長い長さを有し、余肉部が生じた状態で積層さ
れていることを特徴とする衝撃吸収構造体。
【請求項２】
　座席構造のシートバック部に用いられるシェル型フレーム部材であって、
　繊維強化プラスチックからなる合成樹脂製の面状部材間に、両面が接着剤を介して接合
される２軸織物からなる布製の面状部材を有する積層体から構成され、
　前記積層体は、衝撃を受けた際に各層間で生じる層間剥離の作用により、前記積層体に
用いられる前記繊維強化プラスチックからなる合成樹脂製の面状部材同士を接着剤を介し
て積層させてなる同種積層体と比較した場合に、縦方向、横方向、斜め方向の全ての引張
方向に関して引張応力及びアイゾット衝撃強さのいずれもが低下し、その低下率が２０～
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４０％であり、かつ、
　前記積層体には凹凸部が形成され、前記凹凸部に位置する前記布製の面状部材は、前記
凹凸部が形成されている範囲の周長よりも長い長さを有し、余肉部が生じた状態で積層さ
れている衝撃吸収構造体を少なくとも一部に用いたことを特徴とする座席構造におけるシ
ェル型フレーム部材。
【請求項３】
　シートクッション部とシートバック部とを備えた座席構造であって、
　請求項２記載のシェル型フレーム部材が、前記シートバック部に用いられていることを
特徴とする座席構造。
【請求項４】
　輸送機器用シートであることを特徴とする請求項３記載の座席構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、衝撃吸収構造体、該衝撃吸収構造体を少なくとも一部に用いたシェル型フレ
ーム部材及び該シェル型フレーム部材を少なくとも一部に用いた座席構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１～５には、座部フレームに、立体編物（三次元ネット材）などのクッション
材を掛け渡して形成される座席構造が開示されている。このように、クッション材を座部
フレームに掛け渡して形成する場合、底付き防止、振動吸収特性や衝撃吸収特性を上げる
ため、立体編物や二次元の布帛などのベースネットを、上記クッション材の下方に、弾性
部材を介して設けている。特許文献１～５では、いずれも、トーションバーと、このトー
ションバーに連結され、該トーションバーを支点として回動可能に支持されるアームと、
該アームに支持される支持フレームとを備えてなるトーションバーユニットを、座部の後
部に配置し、ベースネットの後端を該支持フレームに連結することにより、ベースネット
を弾性的に支持している。
【特許文献１】特開２００４－３４７５７７号公報
【特許文献２】特開２００３－１８２４２７号公報
【特許文献３】特開２００４－１８８１６４号公報
【特許文献４】特開２００４－１４１５４５号公報
【特許文献５】ＷＯ２００４／００７２３８Ａ１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　特許文献１～５に開示された技術によれば、立体編物、トーションバー等を用いること
により、ウレタン材を利用したものと比較して、軽量化、薄型化を図ることができる。ま
た、立体編物及びトーションバー等のバネ系、ダンパ系が、振動吸収作用を担うと共に、
衝撃吸収作用についてもこれらのバネ系、ダンパ系が主として機能する。その一方、座席
構造のさらなる薄型化を図ろうとすると、座席構造の骨格系の剛性を上げていく必要があ
る。しかし、そうなると、車の後方衝突などによって発生する衝撃力を吸収するメカニズ
ムが必要になる。衝撃力を吸収するメカニズムがないと、座席構造の中でのウイークポイ
ントに力が集中する。このため、その部分の破壊を避けるための補強を行わなければなら
ず、その結果として薄型化を図ったにも拘わらず重量アップにつながる。この重量アップ
を避けるには、薄型化された座席構造の中で衝撃力を吸収するクラッシャブルゾーンを設
ける必要性がでてくる。また、立体編物を薄くしたり、トーションバーを廃止したりした
場合にも、衝撃吸収作用をバネ系、ダンパ系以外に求める必要がある。
【０００４】
　本発明は上記に鑑みなされたものであり、座席構造のフレーム部材として好適であり、
座席構造のさらなる軽量化、薄型化に寄与できる衝撃吸収構造体を提供すること課題とす
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る。また、かかる衝撃吸収構造体を用いたシェル型フレーム部材及び座席構造を提供する
ことを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者らは上記課題を達成するため鋭意検討を重ねた結果、次のような知見を得た。
すなわち、例えば、同種材質の面状部材同士を２枚接合させた同種積層体の引張り応力及
びアイゾット衝撃強さは、面状部材１枚の引張応力及びアイゾット衝撃強さと比較すると
通常２倍になるはずである。しかし、２枚の同種積層体に異種の面状部材を介在させた３
層構造とすると、衝撃を受けた場合に層間剥離を生じ、積層体を構成する各面状部材の強
度的なつながりが損なわれ、引張り応力及びアイゾット衝撃強さが共に、同種材質２枚を
積層させてなる同種積層体よりも低下する、つまり、面状部材１枚の引張応力及びアイゾ
ット衝撃強さの２倍未満になるという知見を得た。そこで、この低下した分に相当する力
が各層間で層間剥離を起こさせる力として消費されるという前提に基づき、本発明を完成
するに至った。
【０００６】
　すなわち、請求項１記載の本発明では、繊維強化プラスチックからなる合成樹脂製の面
状部材間に、両面が接着剤を介して接合される２軸織物からなる布製の面状部材を有する
積層体から構成され、
　前記積層体は、衝撃を受けた際に各層間で生じる層間剥離の作用により、前記積層体に
用いられる前記繊維強化プラスチックからなる合成樹脂製の面状部材同士を接着剤を介し
て積層させてなる同種積層体と比較した場合に、縦方向、横方向、斜め方向の全ての引張
方向に関して引張応力及びアイゾット衝撃強さのいずれもが低下し、その低下率が２０～
４０％であり、かつ、
　前記積層体には凹凸部が形成され、前記凹凸部に位置する前記布製の面状部材は、前記
凹凸部が形成されている範囲の周長よりも長い長さを有し、余肉部が生じた状態で積層さ
れていることを特徴とする衝撃吸収構造体を提供する。
　請求項２記載の本発明では、座席構造のシートバック部に用いられるシェル型フレーム
部材であって、
　繊維強化プラスチックからなる合成樹脂製の面状部材間に、両面が接着剤を介して接合
される２軸織物からなる布製の面状部材を有する積層体から構成され、
　前記積層体は、衝撃を受けた際に各層間で生じる層間剥離の作用により、前記積層体に
用いられる前記繊維強化プラスチックからなる合成樹脂製の面状部材同士を接着剤を介し
て積層させてなる同種積層体と比較した場合に、縦方向、横方向、斜め方向の全ての引張
方向に関して引張応力及びアイゾット衝撃強さのいずれもが低下し、その低下率が２０～
４０％であり、かつ、
　前記積層体には凹凸部が形成され、前記凹凸部に位置する前記布製の面状部材は、前記
凹凸部が形成されている範囲の周長よりも長い長さを有し、余肉部が生じた状態で積層さ
れている衝撃吸収構造体を少なくとも一部に用いたことを特徴とする座席構造におけるシ
ェル型フレーム部材を提供する。
　請求項３記載の本発明では、シートクッション部とシートバック部とを備えた座席構造
であって、
　請求項２記載のシェル型フレーム部材が、前記シートバック部に用いられていることを
特徴とする座席構造を提供する。
　請求項４記載の本発明では、輸送機器用シートであることを特徴とする請求項３記載の
座席構造を提供する。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明の衝撃吸収構造体は、少なくとも２層の異種材質の面状部材を接合させた積層体
から構成され、衝撃を受けた際に、積層体を構成する各層間で層間剥離を生じさせ、同種
材質の面状部材同士を接合させてなる同種積層体と比較した場合に、引張応力及びアイゾ
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ット衝撃強さのいずれもが低下する構造である。つまり、衝撃エネルギーは、部品同士の
連結部位、例えば、座席構造の場合には、リクライナを介してのつなぎ部位などにおいて
局所的に集中しやすいが、本発明は、この衝撃エネルギーを、積層体の面状部材同士を剥
離させる力としても消費させ、それにより、局所集中を緩和し、広い面で衝撃エネルギー
の散逸を図るものである。従って、この衝撃吸収構造体を、シェル型フレーム部材として
用いることにより、シェル型フレーム部材そのもので衝撃を吸収できることになるため、
該シェル型フレーム部材及びこれを用いた座席構造のさらなる軽量化、薄型化を図ること
ができる。但し、層間剥離による衝撃エネルギーの散逸現象を起こさせる必要がある一方
で、衝撃に伴う大きな荷重を受け止める部位も必要であるため、シェル型フレーム部材の
中で、かかる層間剥離は部分的に生じる構造であることが好ましい。
【０００８】
　なお、本発明は、２枚の同種積層体に異種の面状部材を介在させた３層構造の積層体と
すると、層間剥離による衝撃エネルギーの散逸現象を生じさせやすいため好ましい。なか
でも、合成樹脂製の面状部材間に布製の面状部材をサンドイッチした構成で、それらを接
着剤を介して接合した構成とすることがより好ましい。また、積層体に、凹凸部を形成す
ると、衝撃を受けた際に、この凹凸部付近において層間剥離が生じやすくなるため、上記
した荷重を受ける部位と層間剥離によるエネルギーを吸収する部位とを任意に設定しやす
くなる。さらに、布製の面状部材として、該凹凸部が形成されている範囲の周長よりも長
い長さのものを使用し、余肉部が生じた状態で積層すると、凹凸部付近における層間剥離
をさらに生じさせやすくなるため好ましい。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　以下、図面に示した本発明の実施形態に基づき、さらに詳細に説明する。図１は、本実
施形態に係る衝撃吸収構造体１の一例を示す一部断面図である。この図に示したように、
本実施形態の衝撃吸収構造体１は、２枚の合成樹脂製の面状部材２，３間に、布製の面状
部材４がサンドイッチされてなる積層体から構成されている。一方の面状部材２と布製の
面状部材４、及び、布製の面状部材４と他方の面状部材３は、それぞれ接着剤を介して接
合されている。
【００１０】
　合成樹脂製の面状部材２，３は、例えば、不飽和ポリエステル樹脂等の熱硬化性樹脂か
らなるものを用いることができる。また、不飽和ポリエステル樹脂等の熱硬化性樹脂にガ
ラス繊維等を入れた繊維強化プラスチックを用いることもできる。布製の面状部材４は、
２軸織物、３軸織物、４軸織物又は三次元立体編物から選ばれることが好ましく、このう
ち、２軸織物を用いることがより好ましい。２軸織物が好ましい点については、後述の試
験例で詳述する。なお、三次元立体編物は、所定間隔をおいて位置する一対のグランド編
地間に連結糸を往復させて編成したもので、ダブルラッセル機等を用いて形成され、本実
施形態の場合、厚さ２～６ｍｍの範囲のものを用いることが好ましく、さらには、２～４
ｍｍの範囲のものを用いることがより好ましい。また、衝撃吸収構造体１は、例えば、合
成樹脂製の面状部材２，３を予め成型しておき、一方の面状部材２と布製の面状部材４、
及び、布製の面状部材４と他方の面状部材３は、それぞれ接着剤を介して接合することに
より製造できる。また、布製の面状部材４の両面に、接着剤を介して繊維を貼着し、該繊
維に対して合成樹脂材を積層して製造することもできる。なお、接着剤としては、例えば
、合成ゴム系接着剤、熱硬化性接着剤が用いられる。
【００１１】
　図２及び図３は、シートクッション部２０とシートバック部３０とを備えた自動車用の
座席構造１０を示した図である。これは、バケットシートタイプの座席構造であり、シー
トバック部３０は、板状部材を湾曲させて形成したシェル型フレーム部材３１に立体編物
等の表皮材を被覆して形成されている。本実施形態では、このシェル型フレーム部材３１
として、図１に示した衝撃吸収構造体１の構成を採用している。すなわち、本実施形態の
シェル型フレーム部材３１は、合成樹脂製の面状部材２，３と、両者間に接着剤を介して
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び図３に示したような、座席構造１０に用いられるシェル型フレーム部材３１の場合には
、所望の強度を得るために、合成樹脂製の面状部材２，３と布製の面状部材４からなる積
層体は、厚さ１～４ｍｍの範囲とすることが好ましい。
【００１２】
　また、シェル型フレーム部材３１は、薄型であるため、図２及び図３に示したように、
適宜部位に凹凸部３１ａを形成し、断面係数を高めることによって、強度を確保する構成
とすることが好ましい。また、図４に示したように、凹凸部３１ａを形成した範囲では、
その周長Ｌ１よりも、布製の面状部材４の方が長く、余肉部（弛んだ部分）４ａが生じた
状態で積層されていることが好ましい。これにより、衝撃を受けて凹凸部３１ａがその厚
み方向に押圧された場合、余肉部４ａの部分が伸びようとするため、凹凸部３１ａ付近に
おいて、布製の面状部材４が合成樹脂製の各面状部材２，３からより確実に剥離できる。
【００１３】
（試験例１）
　一般積層用不飽和ポリエステル樹脂（九州塗料工業株式会社製、製品名：「POLYKYUTO 
PC-420 TN」）を母材とする繊維強化プラスチック間に、帝人（株）製のポリエチレンナ
フタレート（ＰＥＮ）繊維（１１００ｄｔｅｘ）から形成した２軸織物（縦：２０本／ｉ
ｎｃｈ、横：２０本／ｉｎｃｈ）をサンドイッチした積層体（試験例１）を製作した。具
体的には、強化材であるガラス繊維を２軸織物の両面に、合成ゴム系接着剤（米国、Airt
ech社製、スプレー式合成ゴム系接着剤、商品名：AIRTAC 2）により接合し、これに、上
記の一般積層用不飽和ポリエステル樹脂を積層して成型した。この積層体から試験片を準
備した。試験片は、ロールで提供された２軸織物のロールの巻き取り方向（ロール方向）
に沿った方向が引張り方向になるもの、斜め方向（バイアス方向）が引張り方向になるも
の、幅方向が引張り方向となるものをそれぞれ３枚（ｎ１，ｎ２，ｎ３）ずつ準備した。
各試験片について、引張応力及びアイゾット衝撃強さを求めた。引張応力は、ＪＩＳ　Ｋ
７１１３に規定された引張試験により測定した。引張試験で用いた試験片は、ＪＩＳ　Ｋ
７１３９（引用規格ＩＳＯ　５２７－２）に規定されたものを準備した。アイゾット衝撃
強さは、ＪＩＳ　Ｋ７１１０に規定されたアイゾット衝撃試験により測定した。アイゾッ
ト衝撃試験で用いた試験片は、ＪＩＳ　Ｋ７１３９（引用規格ＩＳＯ　１８０）に規定さ
れたものを準備した。引張応力は、表１に示したとおりである。なお、表１中、ｔは各試
験片の厚さ（積層体としての厚さ）、Ｗｃは各試験片の幅である。また、表２は、２軸織
物を介さずに、合成樹脂製の面状部材同士を積層した積層体、具体的には、ガラス繊維同
士を上記と同じ接着剤を用いて接合し、一般積層用不飽和ポリエステル樹脂を積層して成
型した積層体（同種積層体（比較例１））の引張応力である。
【００１４】
【表１】

【００１５】



(6) JP 5255831 B2 2013.8.7

10

20

30

40

【表２】

【００１６】
　図５の（ａ）～（ｃ）は、表１の引張応力の結果をグラフ化したものであり、各方向と
も、試験片３枚の平均の引張応力も求めている。図５（ｄ）は、表２の引張応力をグラフ
化したものである。なお、図５（ｄ）の同種積層体の場合には、２軸織物を介しておらず
、切り出した試験片に方向性はないため、切り出し方向は考慮せずに、上記と同じ大きさ
に切り出した３枚の試験片について測定し、その平均を求めている。
【００１７】
　図６は、上記図５の各平均値のみを取り出して示したグラフである。このうち、図６（
ａ）～（ｃ）は、図６（ｄ）の同種積層体の平均値を併せて表示している。
【００１８】
　上記の結果、まず、表１及び表２から、ロール方向では、比較例１の同種積層体の引張
応力が７５．９ＭＰａであるのに対し、試験例１の積層体は、各試験片の平均値で、ロー
ル方向：５２．４ＭＰａ、バイアス方向：４８．８ＭＰａ、幅方向：５７．４ＭＰａであ
り、低下率は、それぞれ、３１．０％、３５．７％、２４．４％であった。２軸織物を介
して接着剤を用いて積層した異種積層体の引張応力が、同種積層体の引張応力よりも小さ
くなるということは、２軸織物と各繊維強化プラスチック（ガラス繊維）との間で層間剥
離が生じたことを示すものであり、この低下した引張応力分が衝撃エネルギーの吸収分と
なる。図６から同種積層体と比較したときの試験例１の各試験片のエネルギー吸収量を求
めると、図６（ａ）のロール方向は１２２０Ｎ・ｍｍ、図６（ｂ）のバイアス方向は１８
４３３Ｎ・ｍｍ、図６（ｃ）の幅方向は９２５７．９Ｎ・ｍｍであった。
【００１９】
　一方、アイゾット衝撃強さは、表３及び表４に示したように、比較例１の同種積層体が
４６．９ｋＪ／ｍ２であったのに対し、試験例１の積層体は、ロール方向：３３．７ｋＪ
／ｍ２、バイアス方向：３１．９ｋＪ／ｍ２、幅方向：２８．８ｋＪ／ｍ２であり、低下
率は、それぞれ２８．１％、３２．０％、３８．６％であった。従って、試験例１の積層
体は、比較例１の同種積層体よりもアイゾット衝撃強さも低下しており、その分、衝撃エ
ネルギーの吸収に役立つことがわかる。
【００２０】
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【表３】

【００２１】
【表４】

【００２２】
（試験例２）
　試験例１の２軸織物に代えて、アラミド繊維（帝人プロダクツ（株）製、商標「テクノ
ーラ」）を用いて形成した４軸織物をサンドイッチした積層体（試験例２）を製作した。
試験例２においても、４軸織物のロールの巻き取り方向（ロール方向）に沿った方向が引
張り方向になるもの、斜め方向（バイアス方向）が引張り方向になるもの、幅方向が引張
り方向になるものをそれぞれ３枚（ｎ１，ｎ２，ｎ３）ずつ準備した。各試験片について
、引張応力及びアイゾット衝撃強さを求めた。なお、試験片の規格及び各試験の方法は試
験例１の場合と全く同じである。表５が、引張試験により求めた引張応力の結果である。
【００２３】
【表５】

【００２４】
　比較例１の同種積層体の引張応力が７５．９ＭＰａ（表２参照）であるのに対し、表５
から、試験例１の積層体は、各試験片の平均値で、ロール方向：７０．７ＭＰａ、バイア
ス方向：７４．８ＭＰａ、幅方向：６２．８ＭＰａであり、低下率は、それぞれ、６．９
％、１．４％、１７．３％であった。試験例２においても、４軸織物を接着剤を用いて積
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層した異種積層体の引張応力は、同種積層体の引張応力よりも小さくなっており、４軸織
物と各繊維強化プラスチック（ガラス繊維）との間で層間剥離が生じ、低下した引張応力
分、衝撃エネルギーを吸収できることがわかる。
【００２５】
　しかしながら、試験例１の２軸織物を介在させた場合と試験例２の４軸織物を介在させ
た場合とでは、比較例１の同種積層体と比べた時の引張応力の低下率は２軸織物の方が大
きく、衝撃エネルギーの吸収の点では２軸織物を用いた方が好ましいと言える。
【００２６】
　但し、２軸織物を介在させた試験例１の積層体、４軸織物を介在させた試験例２の積層
体のいずれの場合も、比較例１の同種積層体よりも引張応力が低下しており、試験例１の
低下率は、２４．４～３５．７％の範囲、試験例２の低下率は、１．４～１７．３％の範
囲である。低下率が４０％を大きく超えるような場合には、強度的に低すぎると考えられ
るため、低下率は４０％以下、好ましくは２軸織物の低下率の範囲を含む２０～４０％と
なるものが望ましい。
【００２７】
　一方、試験例２の積層体のアイゾット衝撃強さは、表６に示したように、ロール方向：
４４．１ｋＪ／ｍ２、バイアス方向：４８．３ｋＪ／ｍ２、横方向：４９．６ｋＪ／ｍ２

であった。ロール方向については、比較例１の同種積層体のアイゾット衝撃強さ：４６．
９ｋＪ／ｍ２（表４参照）よりも６．０％低下していたが、バイアス方向及び横方向は比
較例１の同種積層体を上回るものであった。このことから、引張応力、アイゾット衝撃強
さのいずれの試験においても、比較例１の同種積層体より値が小さくなる２軸織物を用い
た試験例１の積層体がより確実に層間剥離による衝撃吸収機能を発揮できる。特に、後方
衝突事故の場合の人のダメージを軽減できる。なお、アイゾット衝撃強さの低下率も、低
すぎては本来必要な強度を維持できない可能性があるため、低下率４０％以下であって、
好ましくは２軸織物の低下率（２８．１～３８．６％）を含む２０～４０％となるものが
望ましい。
【００２８】
【表６】

【００２９】
　ここで、２軸織物と４軸織物との違いを調べるため、２軸織物単体及び４軸織物単体に
ついて、試験例１と同様に、ロール方向、バイアス方向、幅方向に切り出した各試験片に
ついて引張試験を行った。結果を図７～図９に示す。なお、図７～図９において「ＰＥＮ
」の付いた表示は２軸織物の試験片を示し、「ＴＮＲＢ」の付いた表示は４軸織物の試験
片を示す。まず、２軸織物について比較すると、ロール方向と幅方向の引張応力に比べ、
バイアス方向の引張応力が極めて低い。これに対し、４軸織物の場合には、バイアス方向
の引張応力が最も高く、ロール方向と幅方向の引張応力が小さくなっている。
【００３０】
　これらのことから、２軸織物及び４軸織物とも、引張方向によって、応力に差が存在す
ることがわかる。従って、衝撃が加わった際には、各織物の繊維は、応力の弱い方に向か
ってねじれるようになり、このねじれが合成樹脂製の面状部材から剥がれようとする力と
して作用する。そして、２軸織物と４軸織物とを比較した場合には、引張方向による応力
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の差は、２軸織物の方が著しく大きい。従って、２軸織物は衝撃を受けた際のねじれが４
軸織物より大きく、この点からも、２軸織物の方が層間剥離を生じやすいことがわかる。
【００３１】
（試験例３）
　試験例１の試験片と同じ構成の積層体（平均厚さ：２．３ｍｍ）を用いたシェル型フレ
ーム部材３１を製作した。そして、該シェル型フレーム部材３１をシートバック部３０に
採用し、このシートバック部３０をリクライニングナックルを介してシートクッション部
２０と結合した座席構造１０（図２及び図３参照）を製作した。
【００３２】
　この座席構造１０を用いて後方モーメント実験を行った。本実験は、座席構造に組み立
てた状態で、人の背部形状を模擬したバックパンにより、シートバック部に後方へ荷重を
かけて行う。
【００３３】
　図１０は、後方モーメント実験後のシェル型フレーム部材３１の左右の凹凸部３１ａ付
近の様子を示す図である。この図に示したように、凹凸部３１ａ付近において、表面の合
成樹脂に白化が生じ、２軸織物が裂けずに表層、下層の合成樹脂製の面状部材との間で剥
離が生じたことがわかる。従って、合成樹脂と２軸織物との間に層間剥離が生じ、この剥
離により、衝撃によって生じる衝撃エネルギーが吸収される。
【００３４】
　また、試験例３の座席構造（本発明のシェル型フレーム部材３１を用いた座席構造）で
採用したものと同じリクライニングナックルを使用してシートバック部とシートクッショ
ン部とを連結したカーボンシェルを用いた座席構造に、試験例３と同様の後方モーメント
実験を行った。試験例３の座席構造及びカーボンシェルからなる座席構造の後方モーメン
トを比較したグラフが図１１である。
【００３５】
　図１１から、リクライニングナックルが同一の強度を有するにも拘わらず、試験例３の
座席構造の方が、後方モーメントの絶対値が上昇し、かつ、後方へのフレームのたわみ量
も減少していた。両者の差が、層間剥離によるエネルギー吸収量の差である。換言すると
、試験例３の座席構造の方が後方モーメントの絶対値が上昇している等の現象は、カーボ
ンシェルからなる座席構造と比較して、リクライニングナックルに集中する衝撃荷重が小
さくなっているということを示すものであり、両者の差分が、積層体の各面状部材を層間
剥離させる力として働き、衝撃エネルギーを散逸させている。
【００３６】
（試験例４）
　試験例１と同じ積層体により、断面略Ｌ字状のサイドフレームカバー２１を製作した。
このサイドフレームカバー２１を図１２に示したように、略コ字状の板厚１．２ｍｍの金
属製のサイドフレーム基体２２に向かい合わせて連結した。そして、サイドフレームカバ
ー２１に、該サイドフレームカバー２１の厚み方向に貫通するようにベルトアンカー２３
を取り付け、このベルトアンカー２３にシートベルト２４の基部をボルトを介して固定し
た。かかる状態で、ベルトアンカー２３がその軸方向と直交する方向（図１２の矢印Ａ方
向）に引っ張っられるようにシートベルト２４に負荷をかけた。
【００３７】
　その結果、サイドフレームカバー２１には割れが生じず、ベルトアンカー２２の貫通穴
が拡径するような変形が生じただけであった。従って、上記実施形態で用いた２軸織物を
合成樹脂製の面状部材でサンドイッチした積層体は、層間剥離作用による衝撃吸収作用に
加えて、高い剛性が得られることがわかった。
【図面の簡単な説明】
【００３８】
【図１】図１は、本発明の一の実施形態に係る衝撃吸収構造体を示す一部断面図である。
【図２】図２は、上記実施形態の衝撃吸収構造体を用いたシートクッション部とシートバ
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【図３】図３は、図２の座席構造を背面方向から見た斜視図である。
【図４】図４は、上記実施形態の衝撃吸収構造体を採用したシェル型フレーム部材の凹凸
部における断面図である。
【図５】図５（ａ）～（ｃ）は、試験例１の各試験片の引張応力の結果を示すグラフであ
り、図５（ｄ）は、比較例１の各試験片の引張応力を示すグラフである。
【図６】図６（ａ）～（ｄ）は、図５（ａ）～（ｄ）の各平均値のみを取り出して示した
グラフである。
【図７】図７は、試験例１及び試験例２で用いた２軸織物単体、４軸織物単体のロール方
向での引張試験の結果を示す図である。
【図８】図８は、試験例１及び試験例２で用いた２軸織物単体、４軸織物単体のバイアス
方向での引張試験の結果を示す図である。
【図９】図９は、試験例１及び試験例２で用いた２軸織物単体、４軸織物単体の幅方向で
の引張試験の結果を示す図である。
【図１０】図１０は、試験例３において後方モーメント実験を行った後のシェル型フレー
ム部材の左右の凹凸部付近の様子を示す図である。
【図１１】図１１は、試験例３の座席構造及びカーボンシェルからなる座席構造の後方モ
ーメントを比較したグラフである。
【図１２】図１２（ａ），（ｂ）は、２枚の合成樹脂製の面状部材間に２軸織物を接着剤
を介してサンドイッチした積層体により製作した、断面略Ｌ字状のサイドフレームカバー
を示した図である。
【符号の説明】
【００３９】
　１　衝撃吸収構造体
　２，３　合成樹脂製の面状部材
　４　布製の面状部材
　１０　座席構造
　２０　シートクッション部
　２１　サイドフレームカバー
　３０　シートバック部
　３１　シェル型フレーム部材
　３１ａ　凹凸部
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【図７】 【図８】
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